新計画（案）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　現計画

	Ⅰ　計画の大綱
１　自然的、社会経済的背景と森林計画区の位置付け

(1)自然的背景

ア　位置・面積

本計画区は、全国森林計画区の淀川広域流域計画区に属し、西は兵庫県、北は京都府、東は奈良県、南は和歌山県に接し、大阪湾を取り囲む、東西約60㎞、南北約87㎞、総面積190,534haの区域である。

本計画区に包括される行政区域は、大阪府一円、33市９町１村である。

　　イ　（略）
ウ　主要河川

 　　 概して山間部には広流域の河川はみられず、小規模な河川が神崎川、淀川、大和川に、また直接大阪湾に流入している。

  　　北摂山系では、概ね傾斜度がゆるく山麓部で小扇状地を形成しているが、金剛、和泉葛城山系では、比較的大きい河川の上流は深いＶ字谷をなし、扇状地をつくって、平野部に流入している。
エ～カ　（略）
(2)社会的背景

　本計画区(大阪府)における土地利用の概況（令和６年３月31日時点）は、森林55,044ha(29％)、農地12,201ha(６％)、宅地62,147ha(33％)、その他61,142ha(32%）となっており、国土の約0.5％にすぎない190,534haの面積に全国の約7.0％、878万人の人口をかかえている。人口は平成26年の888万人をピークに減少傾向にあり、今後も緩やかに減少を続け、働き手世代の割合についても減少することが見込まれている。
　高度経済成長期には、産業の急激な発展と、人口集中化が進み、急速な市街地の拡大を伴い無秩序な市街地の形成、土地利用の混乱を招いた。

近年、開発に伴う森林区域の減少面積は増加傾向にあり、減少面積に占める割合は、ダム建設や土地区画整理事業などの公共事業によるものが高くなっている。
一方、令和２年以降の温室効果ガス削減等に関する国際的な枠組みを定めたパリ協定の発効を受け、日本を含む多くの国々は、2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロとする「2050年カーボンニュートラル」の実現に貢献する取組みが求められており、森林の適正な管理や木材資源の利用の重要性が広く認識されるなど森林の有する多面的機能への期待はより高まっている。
また、近年は、気候変動の影響による水災害の激甚化・頻発化等を踏まえ、集水域から氾濫域にわたる流域に関わるあらゆる関係者が協働して水災害対策を行う「流域治水」の考え方に基づく対策が求められており、大阪府では、令和６年度から大阪府森林環境税の新たな取組みとして集水区域（森林区域）における流域治水対策として山地保水力の向上対策、河川への土砂・流木の流出抑制対策を実施している。
ア　豊能・三島地域
　　北摂山系をひかえる豊能・三島地域は、古くから京阪神を結ぶ交通の要衝であり、平野部から山麓部にかけてJR東海道新幹線、JR東海道本線、名神高速道路等の広域幹線が集中している。昭和40年代の千里ニュータウンの建設、万国博覧会の開催を契機に住宅等開発が丘陵部を経て山間部に進展した。近年は彩都（国際文化公園都市：箕面市・茨木市）や箕面森町（水と緑の健康都市：箕面市）等新市街地や新名神高速道路、安威川ダム等の施設整備が山間部で進められている。

　　一方、良好な都市環境の構成要素でもある山間部の里山景観を保全するため、平成13年に、能勢町、豊能町、茨木市、高槻市、島本町において約2,600haの森林が大阪府立北摂自然公園に指定されている。
高槻市では、平成30年９月の台風21号により市内人工林の４分の１以上が風倒木被害を受け、局地激甚災害の指定により国の補助を受けて災害復旧事業をする等、被害を受けた森林の再生に努めている。
イ　北河内・中河内地域

　　大阪の北東部に位置する北河内・中河内地域は、都心にも近いため、平野部から山麓部にかけて著しく市街化の進んだ地域である。現在は、一部において宅地や資材置場等への転用はあるものの、山麓部における新規開発は減少傾向にある。しかし、生活様式の変化や不在地主の増加等により、手入れがされずに放置されている森林が増加しており、近年の局地的な集中豪雨等に対する災害に強い森林づくり・都市近郊林として景観に配慮された森林づくりが新たな課題となっている。
　一方、市街地と近接して奈良盆地との境を南北に走る生駒山系はその65％が金剛生駒紀泉国定公園に指定されており、まさに緑のスクリーンとして、生活環境の保全、保健休養の場の提供を通じて府民生活に大きく貢献している。

ウ　南河内地域

　　金剛山系が位置する南河内地域は、全体としては、田園都市のイメージが強い地域であるものの、一部の丘陵部においては、資材置場等の低・未利用地への転用が行われている。

一方、豊かな自然・歴史・文化資源を有する山地・山麓部は金剛生駒紀泉国定公園に指定されており、その保全と活用が図られている。

エ　泉州地域

　　和泉葛城山系が位置する泉州地域においては、平成６年の関西国際空港の開港とそれに合わせて全線開通した国道170号線（大阪外環状線）に代表される周辺整備の進展が、山地・丘陵部の利用にかつては大きな影響を与えた。
一方、平成８年に和泉市、岸和田市、貝塚市、泉佐野市、泉南市の一部4,850haが金剛生駒紀泉国定公園に編入されたことに続いて、平成21年には近郊緑地保全区域が岬町の一部に拡大指定(108ha)され、また、平成23年に阪南市、岬町の一部947haが大阪府立阪南・岬自然公園に指定される等、その豊かな自然環境の保全と活用の対策が進められている。

(3) 森林資源の現況

　計画区の森林を植物帯からみると、ほぼ全域が暖帯林に属しており、一部温帯林がみられる。面積は55,044ha（令和６年３月31日時点）で、その内国有林は1,063haと森林面積のわずか２％にしか過ぎず、大部分は民有林である。

ア　北摂山系

林野率は高いものの、人工林率は39 ％と低く、天然生のクヌギ、コナラ等の広葉樹が多い。
イ～エ　（略）　

(4)林業経営等の現況
本計画区のスギ、ヒノキの人工林は、利用期にある９齢級以上の森林が約83％を占めており、資源としての本格的利用が可能となる段階に入っている。しかし、依然、木材価格は低迷しており概して林業生産活動は低調である。

ア　北摂山系
高槻市と能勢町を中心に森林経営計画の策定による施業の集約化が進められている。併せて、平成30年の台風21号による被害復旧を契機に、森林管理における高性能林業機械、ドローン、ＧＩＳ等新技術の活用が積極的に図られている。
また、里山の再生による生物多様性の保全、景観の維持、生活環境の保全を図るため、針葉樹林や広葉樹林、拡大した竹林等において、地域住民、NPO、企業、森林ボランティア等、府民と協働した森林保全の取り組みが行われている。

イ（略）
ウ　金剛山系

スギ、ヒノキの混交密植造林を特徴とする集約的な林業経営が行われており(河内林業地帯)、人工林率は75％に達している。しかし、長期にわたる木材需要の減少や木材価格の低迷等の、林業経営を取り巻く厳しい状況のなかで、森林所有者の伐り控えが進む等、林業生産活動は停滞傾向にある。その中にあって比較的活発な活動が展開され、河内林業地帯の中核となっている河南町、千早赤阪村、河内長野市においては、森林経営計画の策定等を通じて施業が集約化されつつあり、林業事業体や木材の伐採・搬出・製材加工・利用に関わる事業者等が連携して、「おおさか河内材」の利用促進に取り組んでいる。

エ（略）
(5)森林計画区の位置付け

大阪府は、都市化の進んだ平野部を取り囲む形で森林が位置しており、これら周辺山系の森林は、都市のみどりのネットワークを形成する骨格として維持されている。

本計画区の森林は、木材生産の場にとどまらず、水源の涵（かん）養、山地災害の防止、地球温暖化の防止、生物多様性の保全等の機能に加えて、快適な生活環境の維持形成や身近な憩いの場等、かけがえのない空間を府民に提供しており、身近な自然環境資源としての保全整備に対する期待が強い。

そのため、都市環境の整備と森林の保全、持続可能な森林経営と適切な森林管理による公益的機能の持続的発揮といった課題を視点に据えながら、計画的な森林の資源管理を進める必要がある。
２　前計画の実行結果の概要及びその評価

　本事項における各表は、前計画の前期５ヵ年の計画量に対応する実行量（令和２～６年度。ただし、令和６年度は見込み量）を記載したものである。
(1)伐採立木材積

主伐は、木材価格の低迷や造林費用の増加により、森林所有者等の林業経営に対する意欲が低下していることで伐採が進まず、計画量を下回った。間伐は、森林経営管理制度の開始に伴い実績増加が期待されたが、計画量の約６割に留まった。
単位：千ｍ3
区　分
計　　画
実　　行
実行歩合
主伐
間伐
総数
主伐
間伐
総数
主伐
間伐
総数
総　数
80
85
165
15
47
62
18％
55％
37％
(2)間伐面積
間伐の実行量については、利用間伐の促進により、計画量を上回った。
単位：ha
計　　画
実　　行
実行歩合
1,416
1,750
124％



	第４  森林の保全に関する事項
１～４（略）
第５　保健機能森林の整備に関する事項
(1)　保健機能森林の区域の基準
（略）
(2)　その他保健機能森林の整備に関する事項

ア　保健機能森林の区域内の森林における施業の方法の指針
（略）
イ　保健機能森林の区域内における森林保健施設の整備の指針
（略）
ウ　その他必要な事項
（略）
第６　計画量等

１　伐採立木材積
本計画の伐採（主伐・間伐）立木材積は下表のとおりとする。
単位：千ｍ3
区分

総　数

主　伐

間　伐

総数

針葉樹

広葉樹

総数

針葉樹

広葉樹

総数

針葉樹

広葉樹

総数

296
284
12
172
160
12
125
125
０
前半５ヵ年の計画量

148
142
６
86
80
６
63
63
０
２　間伐面積
本計画の間伐面積は下表のとおりとする。

単位　面積：ha

区分

間伐面積

総数

4,636
前半５ヵ年の計画量

2,318
３　人工造林及び天然更新別の造林面積
本計画の人工造林、天然更新の造林面積、育成複層林導入面積は下表のとおりとする。
単位：ha

区分

人工造林

天然更新

総数

992
176
前半５ヵ年の計画量

496
88











	第７　その他必要な事項

１　保安林その他法令により施業について制限を受けている森林の施業方法

ア（略）
イ　その他制限林における指定施業要件

単位：面積ha

種　　類

面　　積

施　業　方　法

伐　採　方　法

そ　の　他

１　砂防指定地

（砂防法による）

32,223

指定しない。

土地の保全を考慮した施業を行う。

２（略）
３（略）
４（略）
５（略）
６（略）
７（略）
８　風致地区（都市計画法による）
3,061
伐採後の成林が確実で あると認められるものであり、かつ、伐採区域の面積が１haを越えない場合は皆伐できる。
区域における風致の維持に支障を及ぼさないこと。
９（略）
10（略）
２　その他必要な事項

　該当なし
用語の解説

《ア行》 ~《ハ行》 

（略）
《マ行》 

マルチング：土壌の乾燥や多湿、地温の上昇等を防ぐため、わらやビニールで耕地をおおうこと

 丸棒加工施設：木材を断面が円筒状になるように加工する施設

《ヤ行》 ~《ラ行》 

（略）
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